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ドローンの
活用拡がる

西　襄二 （文と写真＝一部を除く）

過疎地の小口物流を想定して、長野県伊那市を舞台にドローンによる実証

実験が行われていることを先にリポートした（本誌 2017 年 4月号参照）。

この方面のその後の開発状況についてリポートすると共に、最近のドローンの

活用動向をみてみよう。

物流用ロボット研究

ドローンの可能性

　無線操縦無人機 “ ドローン ”（蜂が飛ぶ際に発す
るブーン音から命名された）の活用が各方面で急速
に拡がっている。ドローンの大きさは手のひら大
のものから、軍事用を想定したヘリコプター大ま
で様々だが、ここでは複数配置の回転翼の外縁が1
ｍ程度以下で人が持ち運べる程度の大きさの小型機
を対象とする。
　ドローンの機能と特性を活かした活用分野とし
て、①点検する（写真／動画を撮影・送信する）＝遠
隔目視・記録、②運ぶ（物流面での利用）、の二大分
野があり、投入環境は災害現場から大自然の中での
空撮まで着想の如何で広範囲である。操作法を競う
場合は ③競技する（一定の制約条件を設けて中で性
能を競うなど）、というのも分類に入るだろう。
　ここでは産業と日常生活用に絞って最近の技術開
発と活用の拡がりを見てみよう。

飛行制御の方法

　ドローンを飛ばして目的を達成しようとする場合
の飛行制御は、遠隔制御（操作）と自律制御に大別さ
れる。
　前者は制御者が持つ操作盤から制御電波を発し
て操作するが、電波の到達範囲でのみ制御可能で
ある。多くのドローンは搭載電池の容量の関係で
飛行時間が制約（例えば20分間など）されるので、
電池の放電状態が限界に達する前に自動的に制御
者の元に帰着するプログラムが組み込まれている
と思われる。
　後者の場合、位置情報（GPSによる緯度・経度）
をモバイルPCでプログラムしておいて、これをド
ローン搭載の制御システムに書き込んで、一旦離陸
したら後は自律飛行で目的地に接近し着陸させる、
という流れを想定している。
　本誌で既報の伊那市の山間過疎地を舞台に行った
前回の実証実験では、直線距離約 400mの目的地
上空までの飛行を基本的に遠隔操作方式で行い、目
的地点（ドローンポート）に設置したマークをカメラ
で視認したら、その後はこのマーク（ドローンポー
ト）を目がけて半自動的に着陸動作を行う所までを
行った。

去る9月 3日の実験ではこの時の課題（自律飛行機
能の拡充）を実用面で解決する開発が進み、第 2回
の実証実験が行われたものである。

GPS利用の限界
これを補助する手段

　GPS（全地球測位システム）は、アメリカが打ち
上げた人口衛星（現在、その数 30基以上ともいわ
れている）から発信されている電波を利用して地球
上の緯度・経度を測位して受信機の現在位置を割り
出して様々に利用している。元々は軍事用の目的
だったが民生用に利用が解放されているのだが、計

測誤差が数 cmから数十ｍあるという。
　この誤差は、緯度・経度情報による自律飛行をこ
ころみる場合に、離陸時は良いとして計画着陸地点
にピンポイントで到達させるには少々心許ないの
で、計画着陸地点の上空20～30mまで到達させ、
地面をカメラで監視しながらドローンポートのパ
ターンを認識したらそれを目がけて自律的に誘導し
正確に着陸させよう、というのがドローンポート開
発チームの研究課題であるわけだ。
　結果的に、今回の実証実験は成功し実用に向けて
更に前進したことが報告出来る。なお、この実証試
験は、前回に引き続き㈱ブルーイノベーションと東
京大学工学系研究科・航空宇宙工学系に加えて､ 長
野県伊那市の共同研究である。

実験飛行ルート図。伊那市長谷地区の道の駅に隣接した「長谷非持
交流施設」から「サービスセンターやすらぎ」まで直線距離は約 400m。
途中に電線などがあり計画飛行ルートはカギ状になっている。ドローンポー
トは離陸・着陸両地点に設置された

離陸した実験用ドローン。小型でプロペラは４個が電動で約 20分間飛
行可能

離陸地点の緯度と経度
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過疎地の物流 ･･
緊急事態を想定

　前回も触れたが、伊那市が実験の場を提供してこ
のシステム開発が行われているのは、本州の中央部
に位置し南アルプスの山間に点在する過疎地域の住
民に急病人の発生などで生ずる医薬品の緊急搬送な
どの需要を予測して、地上交通が積雪などで不通で
あっても需要地にモノ（例えば医薬品など）を届ける
ことが出来る手段を整備しておきたい、というニー
ズに対応するものである。
　今回投入されているドローンはごく小型で積載能
力は最大で 2kg 以下と少量であるが、自律飛行と
ピンポイント誘導着陸のシステムが実用出来るとな
れば、ドローンの機体を搬送物の大きさと重量に応
じて大型化することにはかなり自由度がある。そう
した観点で、システムとしての今回の実証実験の成
功は大きな意味を持つと言えよう。

ドローンの活用
リモート点検にも

　電力業界（発電と送電両会社）では、高圧架空送電
線の点検というやっかいな作業がある。鉄塔は基部
から最上部まで優に 50～ 60mの高さがある場合
も珍しくない。そうした空中線の点検は頻繁ではな
いが、定期的に実施しなければならない作業項目の
一つである。従来手法では送電線そのものに滑車を
介して作業員がぶら下がって移動しながら目視点検
していた。ここにドローンを投入すると、高解像度

のカメラの画像を介して地上から高精度な点検が可
能となる。
　また、災害発生地で上空から俯瞰画像を得て災害
の全体状況や、到達できない局部の詳細情報を得る
ことも可能である。今年は各地で集中豪雨による土
砂災害が発生したが、こうした場面でドローンは大
活躍した筈である。

ドローンビジネス

　ドローンの機能と特長を利用するビジネスモデル
にはいくつかの態様が考えられる。先ず、自ら保有
し、或いはリース機を利用するなどして計画された
場面で出動させる “ 自家用 ” があるだろう。他方、
代表的利用を想定して機材を保有し、サービスを商
材として不特定複数の需要家にサービスを提供す
る “ 営業用 ” もあるだろう。ドローンにも航空法が
適用され、操縦（操作）も一定の資格保有者に限定さ
れるようになった現在、費用対効果という観点では
“ 自家用 ” は経済的ではなく、“ 営業用 ” を契約（短
期若しくは中長期）によってその機能を買うという
ビジネスモデルが普及するだろう。いわゆるシェア
リングエコノミーである。
　先の伊那市の例に戻るが、高齢者に関わる緊急需
要を想定しているが、地方自治体が “ 自家用 ” で保
有すべきか、或いは “ 営業用 ” を利用しても需要は
満たせるのではないか、慎重に検討すべきであろう。
　筆者の予測では、“ 営業用 ” の機材を稼働率高く
活用するビジネスモデルが今後伸長するのではない
かと思われる。
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高圧線は高いところで地上 50～ 70mある（筆者の町内の上空を横切
る高圧線）

電力会社の訓練施設内でドローンによる空中検査の実験風景
 （出典：http://www.dailypress.com/business/dp-tidewaterbiz-do
 minion-drone-20150721-story.html）

着陸地点の上空まで自律飛行で飛んできた

目標地点上空からは搭載されたカメラが地上のドローンポートを認識して
誘導する。見事に中心に着陸寸前・・

貨物に見立てたビニール袋が吊り下げられている 離陸地点のドローンポート。傾斜路面に設定されたので架台でレベルを
出した。対角線上に2個見えるのは障害物監視センサー

今回の実験では2名の操縦者が見られた。リモコンでも制御出来る態
勢をとり、PCでプログラムしたルートを自律飛行することに成功
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